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都道府県労働基準局長 殿 

労働省労働基準局長 

職業性疾病の 疑いのあ る労働者に対する 診断サービス 

及び所属事業場の 環境測定等の 実施について 

最近にかける 技術開発の進展、 取扱い物質の 多様化、 労働態様の変化に 伴い職業 

性疾病の発生形態に 変化が見られるとともに 過去の有害物ぽく 露に よ る遅発性疾病 

0 発生等の要因もあ って、 業務起因性の 判断に高度の 専門的知識を 要する事案にか 

かる労災保険給付の 請求が漸次増加する 傾向にあ る。 

保険給付請求事案について 迅速適正な処理を 行 う ことはもとよりてあ るが保険 給 

村請求前に把握される 事案であ っても、 当該労働者の 作業態様、 取扱い物質の 種類、 

作業従事歴等から 見て、 職業性疾病にり 患 している疑いのあ る者に対して、 医学的 

な診断のサービスを 行 う とともに更に 必要があ れば当該労働者の 所属する事業場に 

ついて環境測定等を 行い、 その発症の原因を 明らかにすることによって 職業性疾病 

の 予防と適正な 補償の実施、 保険給付の請求の 指導、 適確な療養ないしは 就業上の 

助言指導等に 資することとする。 

このため、 前記診断サービス 及び環境測定等の 実施要綱を別添 1 及び 別添 2 のと 

を ウ 定めたの て 、 下記に留意の うえ 、 これらの業務の 運営に遺憾のないよう 万全を 

期されたい。 
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第 1  診断サービスについて 

1  診断サービスの 対象 

Ⅲ 対象者の範囲 

診断の対象は、 別添 1 「職業性疾病の 疑いのあ る労働者に対する 診断 サ一 

ビス実施要綱」 て 以下、 「診断サービス 要綱」という。 サ 02 に掲げる者と 

するが・診断サービスを 行 う 必要があ るかどうかの 最終的な判断は、 当該 対 

豪者が職業性疾病の 発病の原因となり 得る業務に従事した 事業場 ( その事業 

場が 2 以上あ る場合は、 最後に従事した 事業場 ) の所在地を管轄する 労働基 

準監督署長 ( 以下、 「所轄署長」という。 ) が行 う こと。 

(2) 健診義務の優先 

診断サ - ビスは、 職業性疾病にり 患 、 している疑いのあ   る労働者個人への サ 

一 ビスを目途とするものであ るから、 当該労働者を 使用する事業主が 現に存 

在して い て、 法令の規定又は 通達に 2 % 義務 ( 行政指導を含む 0 ) づけられ 

ている健康診断 ( 一般健診を除く 0 ) を実施していないときは、 診断サービ 

ス 0 対象から除外し、 当該事業場に 対して、 法令等の規定による 健康診断を 

直ちに実施させ、 その結果を報告させること 0 なお、 その後において 診断 サ 

一 ビスを要する 事情が生じた 場合には 前訊 1 此よ ること。 

(3) 対象者を発見した 場合の措置 

ィ 職業病相談室において 職業性疾病に 係る相談を受けたことにより 対象者 

を 発見した場合であ って、 当該労働者の 診断サービスの 管轄 署 が異るとき 

は 、 当該職業病相談室を 所掌する監督署長は、 医師であ る職業病相談員の 

意見、 その他必要な 事項を付して、 当該対象者への 診断サービスの 事務を 

速やかに所轄署長に 移管すること。 

ロ 事業場の臨検監督又は 実地調査等の 際に 、 次のような事実を 確認した場合 

で、 診断サービスの 必要を認めたときは、 当該事業場が 産業医の選任を 義 

務 付けられている 場合は、 その産業医の 意見を徴した ぅえ 監督又は調査を 

行った担当官の 意見を付して、 速やかに所属署長に 報告すること。 
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( ィ ) 事業主の行う 健康診断の結果について、 事後の健康管理等が 十分でな 

いことにより、 有 所見者の症状の 増進が疑われる 場合 

同 一定の職場又は 特定の職種に 属する労働者に 私病欠勤者が 多く、 届出 

の病名等に共通性があ り、 それらの労働者が 従事している 業務との関連 

が 疑われる場合 

い 健康異常を理由とする 離 退職者が続出し、 それらの者の 健康異常にっ 

いて業務との 関連が疑われる 場合 

口 労働者個人の 健康異常について 事業主、 産業医又は労働者から 職業性 

疾病にかかる 相談を受けた 場合 

(4) 診断サービスの 受診の申 出 

所轄署長が診断サービスを 行 う 必要があ ると認めた労働者については、 診 

断サービスの 趣旨、 内容、 時期、 診断機関等を 十分説明し、 その円滑な実施 

について当該労働者の 理解と協力が 得られる よう 配意すること。 

なか、 労働者災害補償保険法第 4 7 条の 2 の受診命令に よ る診断と併せて 

行 う ものを除き、 前記の説明の 結果、 診断サービスの 受診を希望した 者につ 

いては、 別紙様式 1 に よ る「労災診断サービス 受診 申 出書」を提出させるこ 

と 0 同受診 申 出書を提出しない 者については 診断サービスは 行わないこと。 

(5) 診断サービスの 実施通知 

所轄署長は、 診断サービスの 実施を決定したときは、 別紙様式 2 に よ る 

「労災診断サービス 実施通知書りに よ り受診 申 出者に対して、 診断実施機関、 

受診年月日等を 通知すること。 

2  診断実施機関 

田 指定及び委託契約 

4  この通達に よ る診断サービスは、 業務との関連性を 判断するための 検査 

のほか当該受診対象者の 発症の原因を 診断するための 諸検査を含むもので 

あ ることから、 関連する各診療科別の 検査及び総合的な 診断が可能な 医療 

機関 て 行うこととしているので、 診断機関の指定に 当ってはこの 趣旨を十 

分勘案すること。 

ロ 診断機関の指定に 当たっては、 事前に当該医療機関と 十分協議し、 あ ら 
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かじめ了解を 得て お くこと。 

"  都道府県労働基準局長 ( 以下、 「所轄局長 -l という。 ) は、 前記により 

診断機関を指定したときは、 別紙様式 3 による「労災診断サービス 委託 契 

約 」を締結すること。 

二 前記の委託契約を 締結したときは、 本省 ( 労働基準局補償 課 ) に報告す 

ること。 

(2) 実施依頼 

4  所轄署長は、 診断サービスの 実施を依頼するときは、 診断対象者どとに 

事前に当該診断機関と 検査及び診断の 時期、 検査の内容及び 方法、 入院の 

要否等について 十分協議し、 あ らかじめ了解を 得た ぅ えで行うこと。 

ロ 診断サービスの 実施依頼は、 別紙様式 4 に よ る「労災診断サービス 実施 

依頼書」に よ り行 う こと。 

3  診断費用等の 支払いの手続き 

Ⅲ 検査及び診断の 費用 

ィ 検査費用の額 

診断サービスのための 検査に要した 費用については、 業務上の疾病とし 

て 、 別途療養補償給付の 請求又は昭和年 4 8 年 8 月 9 日付け 基 登第 4 6 7 

号によ る労災特別援護措置 ( 以下、 「特別援護」という 0 ) の申請に基づ 

き、 労災診療費又は 診療委託費に ょウ 支払うこととなるものを 除き、 当該 

診断機関からの 請求に基づき、 その実費額 ( 労災診療費の 額の算出方法の 

例 によ ゥ 算出した 額 ) を 支払うこと。 

ロ 診断費用の額 

診断サービスのための 診断に要した 費用については、 受診者の症状の 程 

度、 診断技術等に 応じ、 受診者 1 人について次に よ り算出した額を 支払う 

こと。 

( Ⅱ 有害物にばく 露 したことに ょゥ 生じた疑いのあ る 悪桂 腫瘍、 脳 又は内 

臓の疾患で、 その診断に特に 高度の専門的知識若しくは 技術を要したも 

の 又は実日数 5 日以上の検査日数を 要し、 若しくは 3 以上にわたる 診療 

科の検査及び 診断を要したも                                                                           2 0. 0 0 0 円 
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い 前言 己 ( ㈲及び 巨 ) 以外の疾患で、 その診断に相当の 専門的知識又は 技術を 

要したもの                                                                                                                               1  0. 0  0  0  円 

"  検査費用等の 請求及び支払い 

( ィ ) 検査費用の請求は、 別紙様式 5 による「労災診断サービス 検査費用 請 

末書」に ょ り、 所轄署長を経由して 所轄局長に行 う こと。 

( ロ ) 所轄署長は、 前記請求書が 提出されたときは、 その内容を審査し 、 当 

該 検査費用を別途労災診療費又は 診療委託費 て 支払うこととなるものと 

診断サービス 費用として支払うべきものとを 区別して表示するとともに 

診断費用の額を 表示して所轄局長に 回付 す る と 

い 所轄局長 は 、 検査費用については 別途労災診療費又は 診療委託費で 支 

払 う こととなるものを 除き、 労災勘定、 ( 項 ) 業務取扱 費 、 ( 日 ) 障害等 

被告認定 庁費に 2 ヵ、 診断費用については ( 項 ) 業務取扱 費 、 ( 日 ) 諸 

謝金により支払うこと。 

(2) 受診者に対する 援助 

ィ 受診費用等の 額 

診断サービスの 受診者に対しては、 業務上の疾病として、 別途療養補償 

給付 ( 移送 費 ) 、 若しくは休業補償給付の 請求又は特別援護 ( 療養雑費、 

移送 費 ) の申請に基づいて 支払うこととなる 者を除き、 当該受診者からの 

申請に基づき 次の費用を支給することとすること。 

㈹ 通院 費 受診者の住居と 診断機関との 間を通常の方法で 往復した場合 

の交通費実費額 

( ロ ) 受診費用 入院の場合は 入院日数 ( 入院及び退院の 日を含む 0 八通 

院の場合は実受診日数 1 日にっき 6 6 0 円 

口 受診費用等の 申請及び支払い 

㈹ 受診費用等の 申請は、 別紙様式 6 に よ る「労災診断サービス 受診費用 

等 支給申請書りに ょ り、 所轄署長に行 う こととすること。 
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( 口 ) 所轄署長は、 前記申請書が 提出されたときは、 その内容を審査し、 別 

途、 保険給付又は 特別援護で支払うこととなるものを 除き、 通院 費 にっ 

いては ( 項 ) 業務取扱 費 、 ( 日 ) 証人等旅費に ょ り、 受診費用について 

は ( 項 ) 業務取扱 費 、 ( 日 ) 障害等級等認定 庁費によ り支払うこと。 

第 2  環境測定等について 

1 環境測定等の 対象 

Ⅲ 対象事業場の 範囲 

ィ この通達に ょウ 環境測定等を 行う対象事業場は、 別添 2 「職業性疾病の 

疑 い のあ る労働者の所属する 事業場についての 環境測定等実施要綱」 ( 以 

下「環境測定等実施要綱 -l という。 ) 2 に該当する事業場とするが、 環境 

測定等を行 5 必要があ るかど 5 かの判断は、 所轄署長が行 う こと。 

口 前記 4 0 対象事業場が 法令の規定に よ り作業環境測定の 義務づけられて 

いる作業を有する 事業場であ るときは、 過去に実施した 当該測定記録の 提 

を 出 求めることとし、 その測定結果を 考慮の うえ、 がた 資料的に不備又は 
不足があ る場合に、 この通達に よ る環境測定等を 行 う こと。 

"  法令の規定に よ り作業環境測定が 義務づけられている 作業を有する 事業 

場 であ って、 当該測定を怠っていたときは、 当該事業場に 対して、 法令の 

規定に よ る作業環境測定を 直ちに実施させてその 結果を報告させること。 

その測定結果がな 卦 資料的に不備又は 不足であ る場合は、 前記 口 と同様と 

すること。 

(2) 管轄の移管 

職業性疾病にり 患 、 している疑いのあ る労働者から 職業病相談室に 相談があ 

っ たことに よ り診断 サ - ビスの対象者を 発見した場合てあ って、 前記第 1 一 

1 - 侶 @ よ り所轄署への 移管を行 う ときは、 環境測定等の 必要の有無につい 

て 意見も併せて 付記すること。 

2  環境測定等の 実施機関 

Ⅲ 指定及び委託契約 

4  環境測定等実施要綱の 4 に よ る測定機関の 指定に当たっては、 同要綱 の 
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3 に掲げる範囲の 測定、 検査及び分析が 総合的に可能な 機関を選定するこ 

ととするが、 所轄 局 管内に総合的な 処理が可能な 機関がない場合又は 事案 

によって測定、 検査と分析とを 別機関に分離して 委託した方が よ り適当で 

あ る場合を考慮し、 測定、 検査又は分析のみを 行 う 機関をそれぞれ 別に指 

足 して差し支えない。 

ロ 所轄局長は、 前記に よ り測定機関を 指定したときは、 別紙様式 7 に上る 

「職業性疾病に 係る環境測定等委託契約」を 締結す る と 

"  前記の委託契約を 締結したときは、 本省 ( 労働基準局補償 課 ) に報告す 

ること。 

(2) 実施の依頼 

所轄署長は、 環境測定等の 実施を測定機関に 依頼するときは、 別紙様式 8 

に よ る「職業性疾病に 係る環境測定等実施依頼書」に よ り行 う こと。 

3  費用の支払いの 手続き 

Ⅲ 費用の請求 

環境測定等に 要した費用の 請求は、 所轄署長を経由して 所轄局長に行 うこ 

ととすること。 

(2) 費用の支払い 

吐 ， 硅 
所轄局長は、 前記の請求にかかる 費用を ( 項 ) 業務取扱 費 、 ( 日 ) 陣吉 守 

級等 認定 庁費 により支払うこと。 

第 3  診断サービス 及び環境測定等実施後の 措置について 

1  労働者等に対する 措置 

Ⅲ 現に保険給付を 受け、 又は保険給付の 請求を行った 者に対する措置 

ィ 既に職業性疾病の 認定を行い、 現に療養している 者についての 症状把握 

と 目 的 併せて診断サービスを 行った者については、 診断結果に基づき、 
適正な療養給付を 行 う とともに業務との 関連が認められない 併存疾病 ( 当 

該併存疾病の 治療が業務上疾病の 治療上明らかに 必要と判断されるものを 

除く 0 ) があ る場合は、 労災保険における 治療とは別に 当該併存疾病につ 

い ての治療を行 うよう 助言指導すること。 
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労災診断サービス 受診 申 出書 

労働基準監督署長殿 

私は、 下記のとおり「労災診断サービス」の 受診を希望しさ す 。 

昭示 ロ 年 月 日     郵便番号 ) 
住 所 

受診希望者                                                                                                                                                                               

氏 名 ㊥   

生年月日 年 月 日 

場
 
生
木
 

事
 
属
 

①
 所
  

 
 
 

  作業の内容 l 従事期間 l 取扱物質名 ( 又は作業態様 ) 

③ 
発症及び l 
療養の経過 l 

  現 症状     

）
 
由
 
理
 
 
 
り
 

頃
由
 

円
理
 
 
 

年
否
 

可
 

肩
 
の
 否
 

 
 

Ⅹ監督署記入 欄 

受付 年 月 自決定 年 月 日 通知 年 月 日 

署 長 本件下記のとおり 実施して上ろしいか 受診通知番号   老                         

課 長 
診断機関の                                                               

検査項目 

係 長 名称・所在地 

係 員 実施期間 ・・から・・まで 

    日本工業規格 B 列 5 Ⅰ 
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様 式 1 ( 裏 面 ) 

1. 記入上の注意 

(1j 0 の欄は，あ なたが自分の 病気を業務によって 生じたと疑いをもったその 業務に従事した 事業場 

0 名称及び所在地を 記入して下さい。 

(2) ②の欄は、 発病の原因となったと 考えられる作業の 従事歴 ( どんな内容の 作業にどのくらいの 間 

従事し、 その間にどのような 物質を取り扱ったか、 又はどのような 職種でどのような 機械を扱ったか 

等 ) を 記入して下さい。 

(3) ③の欄は、 あ なたの病気がいつ 頃 から発病し、 どのような症状の 変化があ り、 それについてどこ 

で療養したか 等について記入して 下さい。 また、 現 症状については、 現在どのような 自覚症があ る 

かを記入して 下さい。 

なお、 ②と③の欄は、 あ なたが労働基準監督署の 担当官や医師であ る職業病相談員に 詳しく述べ 

ている場合は 記入を省略して 差し支えあ りさせん。 

(4) のの欄は、 あ なたが病院で 検査を受ける 場合、 い っの時期が一番ょぃ か、 さた 、 どうしてその 時 

期を希望するのかを 簡単に記入して 下さい。 できるだけ早い 時期に受診したいときは、 年月を記入 

せず、 ( 理由 ) の所に「 早角 、 」と記入し、 いつでもよいときは 何も記入する 必要はあ りさせん。 

(5) ③の欄は、 あ なたの病気の 検査のため、 場合によっては 入院の必要があ ることがあ りさすが、 こ 

のとき、 あ なたは、 入院検査に応じられるかどうか ( 可 ・否のいずれかに 0 印をつける。 ) 、 応じ 

られないときはその 理由を簡単に 記入して下さい。 

2. 添付書類 

過去にあ なたが受けた 健康診断の記録や 医師の診断書等あ なたの健康状態について 参考となるもの 

があ れば、 この中山善に 添付して下さい。 

3. 申 出書の提出先 

この中山妻 は、 ①の欄に記入した 事業場の所在地を 管轄 す る労働基準監督署に 提出して下さい 0 た 

だし、 その提出する 労働基準監督署がわからないときや 現在のあ なたの住所から 遠いとうな場合は 、 

最寄りの労働基準監督署に 提出しても結構てす。 

診断サービスのことについてわからないことがあ れば、 都道府県労働基準局か 最寄りの労働基準監 

督 署に尋ねて下さい。 
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別 紙 様式 2 

労災診断サービス 実施通知書 

  

氏 名 殿 受診通知番号 

受 診 者   

住 所 老 

名 称   

診断を行 う 病院所 在 地 

桂
る
 

め
 れ
 

伏
 さ
 

症
更
 

 
 種

ょ
あ
 

の
に
が
 

病
 等
と
 

度
度
 こ
 

 
 

）
 

日
数
 
程
度
 

査
問
 

横
目
 

仝
 一
 
x
 
（
 

も
 
て
 

か
さ
 

日
日
 

月
月
 

 
 診
 
な
 
圭
 

ト
ロ
 

日
 
引
 

期
 

査
 

検
 

入院・通院の 別 l 入院・通院 1 ｜   

備 出 
弓 

昭和 年 月 日車出のあ った労災診断す 一ビスを上記のとおり 実施するこ 

ととしたの て 通知します 0 

昭和 年 月 日 

労働基準 珪督 里長田 
  

い
 。
 

さ
 
T
 
て
 
し
 
出
 
提
 
を
 
壬
 
 
 Ⅱ
 
舌
テ
 

知
 
通
 
の
 
こ
 
に
 
口
 
窓
 
の
 
院
 
病
 
た
 
れ
 
さ
 
定
 
指
 

ま
 )
 

 
 
@
 
と
 
る
 
け
 
受
 

コ
を
 

意
断
 
診
 ゅ 

注
 

①
 

Ⅰ
・
 
く
 

  

② 検査 ( 又は入院 ) の日時、 当日の食事、 飲物、 携行品等についてはあ らかじめ 

病院にお尋ね 下さい。 

③ 検査期間中は、 病院の指示に 従って下さい。 

④検査終了後、 あ なたが診断サービスを 受けるため病院の 往復に要した 交通費 及 

び 受診費用が支給されますから、 同封の申請書に よ り申請して下さい。 

て日本工業規格 B タり 5 ) 
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別 紙 様式 3 

労災診断サービス 委託契約書 

職業性疾病にり 患 している 粟ハ のあ る労働者の発症の 原因を診 足 するための検査及び 診断 ( 以下、 

「診断サービス」という。 ) の 実施に関して 労働基準局長 ( 以下、 「 甲 」という 0  ) と 

病院院長 ( 以下、 「 乙 」という。 ) は 、 次のとおり契約する。 

第 1 条 甲は、 乙の所属する 病院を「診断サービス 実施機関」に 指定する。 

第 2 条 乙は 、 労働基準監督署長 ( 以下「監督署長」という。 ) が、 診断サービスの 実施依頼を行っ 

た者 本人から「労災診断サービス 実施通知書」 ( 診断サービス 実施通達 ( 5 1.8.9 基 発 第 571 

号、 以下「通達」という。 コ 様式 2 ) が提出されたときは、 監督署長から 依頼された内容により 

検査及び診断を 行 う ものとする。 

第 3 条 乙は 、 監督署長から 依頼された内容の 検査のみては、 受診者の発症の 原因を診断することが 

困難と認めたときは、 必要な検査を 追加し 、 又は変更することがてきるものとする。 

ただし、 この場合は、 事前に 、 止むを得ない 事由があ るときは事後速やかに 監督署長に連絡 

するものとする。 

第 4 条 受診者を入院させて 検査する場合は 原則として 1 週間以内、 通院させて検査する 場合は原則 

として 延 7 日以内 て 、 それぞれ乙が 必要と認める 期間又は日数とする。 

第 5 条 検査期間中受診者に 治療 ( 処置、 投薬等 ) を行 う 必要が生じたときは、 乙の判断に よ りこれ 

を 行 う こととするが、 この契約には 含まれないものとし、 その部分に関しては、 一般の診療と 

同様に労災保険若しくは 他の社会保険又は 自費に よ る診療の例によるものとする。 

第 6 条 乙は 、 この契約による 検査及び診断が 終了したときは、 検査結果を付した 診断書を監督署長 

に 提出するものとする。 

第 7 条 乙は 、 受診者から「労災診断サービス 受診費用等支給申請書」 ( 通達様式 6 ) について所要 

の証明を求められたときは、 速やかに当該証明を 行うものとし、 この場合、 受診者に証明料の 

請求はしないものとする。 

第 8 条 この契約による 検査に要した 費用は、 労災診療費の 額の算出方法の 例によって算出し、 「 労 

災 診断サービス 検査費用請求書」 ( 通達様式 5 ) に よ り診断を依頼した 監督署長を経由して、 

甲 又は当該監督署長を 指揮監督する 都道府県労働基準局長 ( 以下「所轄局長」という。 ) に請 

求するものとする。 

第 9 条 この契約に よ る診断及び文書作成に 要した費用は、 受診者の疾病の 種類、 症状の程度、 診断 

の難易度等を 考慮し、 別に定めるところに ょ り、 甲 又は所轄局長が 前条の規定に よ り費用の額 

と 併せて乙に支払うものとする。 

第 1 0 条 この契約に定めのない 事項については、 甲乙双方が協議して 定めるものとする。 

第 1 1 条 この契約の当事者は、 2 ヵ月前までに 予告すれぱいつても 解約することがてきるものとする。 

この契約を証するため。 唐 2 三車をヤ年成し、 双方署名押印の うえ各 1 通を所持するものとする。 
昭牙ロ 年 月 日 

甲 労働基準局長 
乙 病院院長 

回 
田 
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別 紙 様式 4 

労災診断サービス 実施依頼書 

病院院長殿 

下記の者に発症した 疾病の病名、 程度及び発症原因の 診断並びにその 診断を行 うた 

めの検査を依頼しさす。 

昭和 年 月 日 

労働基準監督署長日 

氏 名 受診通知番号 
受 診 者   

住 所 脩 

作 業 の 内 容 従 事 期 間 取扱い物質名 ( 又は作業態様 ) 
作   

業 
従 
事 
歴 

   
 

    

部位又は組織 検 査 項 目 診断すべき疾病名 

検 

査 

項 

目 

等 

この欄に示した 項目等以外の 検査が必要と 認められる場合は 連結願休さす。 

検査期間及び 日から 年 月 年 月 日さてて概ね 日間Ⅰ 

入院・通院の 別。 入院検査をお 願いします。 0 通院検査をお 願いし吐す。 

備 考 

( 日本工業規格 B 例 5 ) 
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様式 5 

局 長 次 長 課 長 補 佐 係 長 係 

支 

出 決 定 年 月 日 

支 出 金 額 
            

昭和 年 月 日 
        

決 
      

事 項 項 目 金   額 備 考 
定 

保険給付費 保険給付費 円   
生 検査費用業務取扱   費   障害等級 宰荻訂費                                     

労働福祉事業費 診療等委託費   
診 断 費 用 業務取扱 費 話 説 金 

  査
 

円
 

検
 

 
 

の
 
ス
 

 
 

 
 

サ
 

千
 

診
断
 

る
 

 
 

す
 

室
 

対
 
に
 

求
 
名
 

請
 
-
 
。
 

用
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査
 
カ
 
耳
 @
 

検
 

 
 

ス
 
ビ
  
 

額
 

サ
 

断
 

り
 

金
 

か
 

診
 

と
 

く
 
く
 
(
 火
 
j
 

の
 

労
 

次
 

求
 

は
 

し
 
、
 
内
訳
 

生
月
 

だ
の
 

 
 

た
門
 
費
 

  

額
月
 

求
 
主
日
 

 
 
用
 
費
 
査
 
検
 

ぬ
枚
 

件
 
付
 
添
 
害
 
訳
 
内
 

月
 

公
 

費
 

の
 

査
 

区
 

検
 

｜
 

上記の金額を 請求し吐す。 

昭和 年 月 日 

住 所 
ロロロロ 口 

( 所在地 ) 

請 求 人 の 名 称 

  ⑳ 

電話 ( ) 局 番 

支出 官 労働基準局長殿 

（ 労働基準監督署長経由 ) 

銀
行
 

  第
 

君
名
号
 

 
 銭

ロ
 
口
 

人
 
求
 
⑧
 

請
 

、
 へ
い
 

は
 座
さ
 

用
 
口
下
 

費
 
の
で
 

善
行
ん
 

検
銀
込
 

 
 

通
 

座
 

並
日
当
 百 

店
 
文
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様式 5  (2) 
  
甲 表 

二 表 

内
 

訳 
吾 一 

  
生年月日 

氏名 ( 明 ・ 大 ・ 昭 年 月 引 受診通知 番 万 
受 診 者 

住所 妬 

検 査 

検 査 期 間 

年 月 日さで通院   担当科 卒 ( 以上 科 ) 

項 目 検 査 等 の 内 訳 点数 金 額   備 考 

初 診 料 ，点 円 

再 診 料 回 

回 

回 
検 査 料 

回 

回 

回 

レン トゲン 回 

回 

そ の 他 

病基 基 若年月日年月日 入院 

食 貫入院 料 （ 室料・看護 """"" ） 
院 

入 院 普 特金石 X  日間 
  

詩会 食無 X 日間 

        @s@,@&@ X  日間 
所寝 3   日間 

合 ヨ幸                 ;, 点           千   円                         

米 管轄署記入 欄 

検査費用支出科目 診断費用の区分 20,000@ @@ 15,000@ @@ 10,000 
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別 ・ 紙 様式 6 ( 表面 ) 

  

支
給
決
定
・
支
払
決
議
 書
 

申請者 

受 付   
      

署長 

次長 

課長 

係長 

係員 

@  項 @  項 @  目 l 金 額 l 小切手番号 l   
労災診断サービス 受診費用等支給申請書 

  

    

労働基準監督署長殿 

私は、 下記のとおり、 「労災診断サ ー ビス」を受診したの て 、 受診費用等の 支給を 

申請します。 

車 " 主百 白 年 月 日 

住 所 
  郵便番号 )   

申請者 
氏 名 ㊧   

①申請金額 革 受診通知番方 屋 

氏 名 ② 申 請 者 く 生年月日年月日Ⅰ 明 ・ 大 ; 昭 
住 所 

③検査期間 

0 通 院 費 

③受診費用 

⑥ 
診の 

  
関明 
  

昭和 年 月 日から 

から 
の 交通費 ( 
さて 

）
 

円
 

日
数
）
 

朔
回
 （
 
 
 

日
 

 
 間

黄
）
 

 
 

日
 

）
 

九
回
 

年
 

）
 

数
 

日
 （
 
X
 
Ⅰ
 

阿
 

り
）
 

た
 0
 

当
 6
 

日
 6
 

1
 
（
 

）
 
含
 

目
を
 
日
 
院
 
退
 
入
 

（
 
ま
 
｜
 
ム
 
場
 
の
 

数
査
 

日
検
 

査
院
 ）
 

検
入
 
。
 

実
 （
 む
 

円
 

②の者は、 ③～⑤のとおり、 当病院 て 、 「診断サービス」を 受診したことを 証明 

する。 所 在 地   
診断サービスを 行った病院 名 称   ）   

責任者氏名 ⑳   
    

く 日本工業規格 B タ u.5   
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様式 6  ( 裏 面 ) 

( 記入上の注意 コ 

(1J ①の欄には、 の及び⑤ て 計算した金額の 合計額を記入して 下さい。 

(2) ③の欄には、 検査を開始してから 終了するさての 期間を記入して 下さい。 

(  ) の中の入院日数には、 検査が実際になかった 日も含めて、 病院で過どした 日数を記入して 

下さい。 入院のみ又は 通院のみの場合は、 該当しない方を ヰ綜 て消して下さい。 

(3) のの欄には、 受診のため、 どこから ( 通常は自宅の あ る場所 ) 、 どこの病院に 通ったかを、 交通 

費の計算がてきるように 地名 て 記入して下さい。 回数は 1 往復で 1 国 として、 通院回数の合計を 記 

入して下さい。 計算窩の片道実費には、 通常のコースを 通って、 通常利用する 交通機関を使用した 

場合の片道運賃を 記入して下さい。 

(4) ⑤の欄には、 病院 て 実際に検査を 受けた日数 ( 入院検査の場合は、 入院日及び退院日を 含めた全 

入院期間日数 ) を記入して下さい。 

(5) ⑥の欄は、 あ なたが受診した 病院で記入してもらって 下さい。 この場合、 証明料は要しないこと 

になっていさす。 

丘 申請書の提出先 コ 

この申請書は、 あ なたに対して「労災診断サービス 実施通知」 ( 様式 2 ) を行った労働基準監督著 

に、 受診後なるべく 早く提出して 下さい。 

 
 

 
 

6
 
8
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別 紙 様式 7 

職業性疾病に 係る環境測定等委託契約書 

職業性疾病にり 患 している疑いのあ る労働者の所属する 事業場にかかる 壌境 測定等の実施に 関して、 

労働基準局長 て 以下、 「 甲 」という。 Ⅰ と て 以下、 「 乙 」という。 ) 

は、 次のとおり契約する。 

第 1 条 甲は、 乙の所属する 機関を頭書の「環境測定等実施機関」に 指定する。 

第 2 条 乙は 、 労働基準監督署長 ( 以下、 「監督署長」という。 ) から「職業 僅 疾病に係ろ環境測定等 

実施依頼書」 ( 通達様式 8 ) に よ り環境測定等の 実施を依頼されたときは、 その依頼された 条件、 

方法に上り環境測定等を 行うものとする。 

第 3 条 乙は 、 前条による環境測定等を 行ったときは、 その結果を速やかに 監督署長に提出するものと 

する。 

第 4 条 この契約に上る 環境測定等に 要した費用については、 請求書に上り 監督著長を経由して 甲 又は 

当該監督署長を 指揮監督する 都道府県労働基準局長 ( 以下「所轄局長」という。 ) に請求するも 

のとする 0 

第 5 条 甲 又は所轄局長は、 前条の請求を 受けたときは、 その費用を遅滞なく 乙に支払うものとする。 

第 6 条 ろ はこの契約に 上る環境測定等の 実施 結 呆を他に偏してはならないものとする。 

第 7 条 この契約に定めのない 事項については、 甲乙双方が協議して 定めるものとする。 

第 8 条 この契約の当事者は、 2 か 月前まてに予告すれば、 いっでもこれを 解約することができるもの 

とする。 

この契約を証するため 本書 2 通を作成し、 双方署名押印の うえ各 1 通を所持するものとする。 

昭和 年 月 日 

甲 労働基準局長 宙 

乙 田 
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別 紙 様式 8 

職業性疾病に 係る環境測定等実施依頼書 

殿
 

関
 
機
 
定
 
Ⅱ
 
鎮
 

下記のと ねウ 環境測定及び 分析をお願いしさす。 

昭和 年 月 ・ 日 

労働基準監督署長日 

所 在 地 委託番号 

名 称 対象事業 場 ） 話                               
  実施期間昭和 年 月 日から 年 月 日さての間   
  

作 業 場 所 損 Ⅱ 定 点 測定方法 ( 条件 ) 分析方法 ( 条件 ) 

依 

頼 

事 

項 
          

備 考 

この依頼書は、 環境測定等を 行 う 際に、 事業揚の責任者に 提示して下さい。 

  日本工業規格 B タり 5 コ 
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別 紙 様式 9 

    

個人別診断サービス 等実施 票 

受診通知番号 脆 

署 名 
疑いのあ った業務上 

疾 病 の 名 称 

  

傷病性質コート   

ヲ
 
Ⅰ
 

機
 
動
 

番
 

の
 

種
 

診
 
受
 

業
 

の
 

③
 

 
 

オ
 
)
 ，
 
‥
 
．
 
-
 

存
の
 
現
有
 

の
 

 
 

 
 

0
 所
揚
地
 

 
 者
 ・
 
卓
 -
.
 

 
 労
兵
 

所
の
 

①
 

③
 

容
 
内
 
の
 
業
 
作
 作

業
従
事
歴
 

⑥
 

  
従事期間 取扱い物質名 ( 又は作業態様 ) 

  
  の 受診 期間昭和年月日から 年月日 甘て ( 入院 日 、 通院③ 

⑨診断書受領 ⑧診断機関                                                                                                                                   
所在地 年 月 日 

⑳ 診断サービスに 対                                             通院 費 円 
    対 " 受 -%-"                   合計 

病 謝 金       本 費 用 要した費用 院                                                   計 一 - - ロ 革 

。 """ 躁 """ "" 年 月 日から 年 月 目柱でて 延 回 ) 

名 称 ⑬測定結果受領 
⑫測 定 期 間 

所在地 年 月 日   

⑭測 定 方 法 

検 体 数 

分析方法等 

用
 
費
 
の
 
等
 
定
 
ヤ
貝
 
Ⅰ
 

⑨
・
 

革
 

休
 
他
異
 

そ
の
 
置
 
)
 

（
 措
 

ホ
杓
 

ス
上
等
 

活
業
耳
ミ
 

目
 

生
就
助
 

二
 は
の
 

 
 

 
  
 

ハ
保
療
 

 
 

 
 業

業
 
イ
 労
の
 

果
 

況
 
状
 

結
 

里
匡
 

断
 
判
 

措
 

⑯
⑰
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様式 9  ( 裏 面 ) 

C 記入上の注意 コ 

Ⅲ 疑いのあ った業務上疾病の 名称は、 診断す一ビスの 受診 申 出の際に、 対象者がり 息 している疑い 

があ ると判断した 疾病の名称を、 「労災保険業務機械処理手引」のⅠ傷病性質コード 表」により 分 

類 し、 その該当する 項目 ( 名称 ) 及びコードを 記入すること。 

(2) 受診通知番号は、 「診断サービス 実施通知書」 ( 様式 2 ) に記入した番号を 記入すること。 

(3) ②欄の受診の 動機は、 「診断サービス 実施要綱」 ( 以下「要綱」という。 ) の 2 に よ る対象者を 、 

次に上り区分し、 その記号を記入すること。 

イ 労働者災害補償保険法第 4 7 条の 2 に上る受診命令に 上る診断と併せて 行った者‥               A A 

口 要綱 2 円 1 肛 上る者                                                                                                                                                                                     B 

ハ 要綱 2 日 2@ 上るもので本人から 申出のあ った者…‥                                                                                             C 一 1 

ニ 要綱 2 日 2 肛 上るもので事業主から 依頼のあ った者………                                                                               C  -@  n 石 

ホ 要綱 2 日 2 化上るもの て 産業医から依頼のあ った者                                                                                                 C 一 3 

へ 要綱 2- に 化エ 6 着‥                                                                                                                                                                                 D 

ト 要綱 2 日 w 肱 よる者‥                                                                                                                                                                                 E 

テ 要綱 2 日 5 化 ェ 6 音……………………………………………………………… - …………… F F 

(4) ⑤欄の業種番号は、 「労災保険業務機械処理事務手引」に よ る業種コード ( 中分類 ) を記入する 

こと 0 

(5) ⑳ 欄 診断サービスに 要した費用については、 通達により正規に 計算した額を 計上ナるが、 当該 事 

案を業務上の 疾病と判断したことに 上り、 別途、 保険金、 委託診療費、 労災特別援護 金 等で支払う 

こととなるため、 診断サービスの 費用としては 支払わなかった 金額については、 内数として、 当該 

欄の上部にかっこ 書きすること。 
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別 紙 様式 1 0 

診断 サ一 ビス等実施状況報告書 

疾 病 の 名 称   
  診断サービ ク 

笑杭 件名 

月 

( 昭和 年度 半期分 ) 

左の クち ま務 上 疾綾と 何所した 件故 乗務 外と刊 

屋ゑ 測定等 

の央 施件故 栢仁 車乗特別異 ま 事案   所 "" 件 " 
件   件 件   

同 名 

診断サービス 等 荻 用所 丑栢 

診断サービス 珪耽 却走 寺 

    

 
 

( 注コ 1.  「疑いのあ った業務上疾病の 名称」欄には、 該当する「傷病性質コード」を 記入するこ 
と 。 

2.  「診断サービス 等費用所要領」栢には、 診断サービス 等に実際に要した 額 ( 様式 9 の 記 
入上の注意 5 江ょ り (  ) 書きした額を 控除した 額 ) を記入すること。 
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別添 I   
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病
 

け
 

 
 

1
 

美佳疾病の発生形態に 変化が見られるとともに 過去の有害物ぽく 露に起因する 遅 

発性疾病の発生等の 要因もあ って、 業務起因性の 判断に高度の 専門的知識を 要す 

る 事案にかかる 労災保険給付の 請求が漸次増加する 傾向にあ る。 

かかる事案についての 認定に必要な 検査を行 う とともに、 保険給付請求双の 事 

実 であ っても、 当該労働者の 作業態様、 取扱い物質等から 見て、 職業性疾病にり 

患 している疑のあ る者を含めて 診断の サ - ビス ( 以下、 単に「診断」という 0 ) 

な 行い、 その発症の原因を 明らかにすることに ょ り、 その原因に応じ 職業性疾病 

の 予防と適正な 補償の実施、 保険給付の請求又は 就業上の助言指導等に 資するこ 

ととする。 

2. 診断の対象 

この要綱に よ る診断は、 労働者災害補償保険法 ( 以下「労災保険法」という 0) 

第 4 7 条の 2 による受診命令に よ るもののほか、 次に該当する 労働者 ( 労働者で 

あ った者を含む 0 以下同じ 0 ) てあ って、 当該労働者の 過去の作業従事歴、 従事 

期間、 作業態様、 作業環境、 取扱い物質の 種類等から見て 職業性疾病に 方 患 して 

いる疑いがあ る者について、 その発症の原因として 疑われる作業に 従事した事業 

場の所在地を 管轄する労働基準監督署長 ( 以下、 「所轄署長」という 0 ) が局方 

災 医員又は医師であ る職業病相談員の 意見に基づき、 その必要を認めた 者につい 

て 行 う 。 

ただし、 当該労働者を 発症の原因として 疑われる作業に 従事させた事業主が 現 

に 存在し、 な封 雇用関係が継続している 場合であ って、 当該事業主が 法令の規定 

による健康診断を 実施していないときは、 この眼 ウ でない。 

(1) 職業病相談室にないて、 職業 桂 疾病に係る相談を 行った労働者本人 

(2) 事業主の行った 健康診断の結果、 療養を要すると 判定された者以外の 者であ 

って本人の愁訴に 基づき、 当該労働者本人から 受診の申 出 又は事業主若しくは 
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産業医から診断の 依頼があ った者 

(3) 事業場の臨検監督、 実地調査等の 際に診断の必要がうかがわれ、 又は職業性 

疾病に係る相談があ った者 

(4) 現に私傷病として 療養している 者であ って、 療養担当医から 診断の依頼があ 

った者 

(5) その他必要と 認める者 

3. 診断機関 

Ⅲ この要綱に よ る診断は、 診断対象者の 発症の原因を 臨床的又は病理的に 診断 

し得る関連診療科別の 専門医及び検査設備を 有する医療機関のうち、 あ らかじ 

め 所轄署長を監督する 都道府県労働基準局長 ( 以下、 「所轄局長」という 0 ) 

が指定し、 委託契約を締結した 病院 ( 以下「契約病院」という 0 ) において 行 

ぅ 。 

(2) 診断対象者についての 診断の依頼は、 所轄署長が行 う 。 

この場合、 原則として所轄局長が 契約した病院に 依頼することとするが、 当 

該労働者の疾病の 診断に最も適した 契約病院が管内にない 場合又は当該労働者 

の 居住地が著しく 遠隔地にあ る場合は、 所轄局長以外の 都道府県労働基準局長 

の契約した病院に 依頼して差し 支えない。 

4. 診断のための 検査等 

Ⅲ 診断機関は、 所轄署長から 依頼された内容に 2 ヵ検査及び診断を 行 う ことと 

す るが、 当該労働者の 発症の原因を 明らかにするために 必要な検査を 追加し 、 

又は変更して 行 う ことは差し支えない。 

ただし、 検査項目を追加し 、 又は変更する 場合は、 事前に ( 止むを得ないと 

きは事後速やかに ) 所轄署長に連絡するものとする。 

(2) 検査の期間は、 入院の場合は 原則として 1 週間以内、 通院の場合は 原則とし 

て 延 7 日以内で、 必要と認める 期間又は日数とする。 

(3) 診断を行ったときは、 検査結果を付して、 文書に 2 ヵ速やかに所轄署長に 回 

答 するものとする。 

(4) 検査期間中の 療養 ( 処置、 投薬等 ) は、 この要綱に よ る診断サ - ビスには 含 

まれないものとする。 
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5. 診断機関に対する 費用等の支払い 

Ⅲ 検査及び診断に 要した費用の 算出は、 労災診療費の 額の算出方法の 例に よ る。 

(2) 検査及び診断結果の 回答文書に対する 謝金は、 当該疾病の症状、 程度、 診断 

の 困難性等に応じ、 1 件につき 1 0. 0 0 0 円から 2 0.0 0 0 円さての範囲内で 

別に定める額を 支払う 0 

(3) 検査及び診断の 費用等の請求及び 支払いの手続きは、 別に定める。 

6,  受診者に対する 費用の援助 

Ⅲ 受診者に対しては、 次の費用を支給する。 

ィ 検査及び診断のための 病院往復の費用。 …・交通費実費額 

口 受診費用……受診白 1 日につき 6 6 0 円 

(2) 受診費用等の 申請及び支払いの 手続きは、 別に定める。 
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別派 2. 

職業性疾病の 疑いのあ る労働者の所属する 事業場についての 環境 

測定等実施要綱 

1.  趣 ヒ 
日 

有害物にぽく 姦 したことに よ り職業性疾病にり 患 している疑いのあ る労働者か 

ら 労災保険給付の 請求又は職業病相談室に 相談があ った場合等で、 当該労働者の 

発症と業務との 関連性を明らかにするため 必要があ るときは、 その所属する 事業 

場 について環境測定等を 行い、 取扱い物質の 種類、 構成比、 濃度等の精密な デ一 

タを 把握し、 業務との因果関係の 解明に資することとする。 

2. 環境測定の対象事業場 

この要綱に よ る環境測定等は 、 次に該当する 労働者が職業性疾病の 発症の原因 

として疑われる 作業に従事した 事業場であ って、 当該事業場の 所在地を管轄する 

労働基準監督署長 ( 以下「所轄署長Ⅱという。 ) がその必要を 認めたものについ 

て行 50 ただし、 当該労働者を 前記の作業に 従事させた事業主が 法令の規定に ょ 

る 作業環境測定を 実施していたりときは、 まずその義務を 履行させること。 

Ⅲ 職業性疾病にかかる 労災保険給付の 請求を行った 者であ って、 請求書に添付 

された 医証 、 事業場から得た 過去の健診記録及び 環境測定記録その 他の資料の 

みによ フ ては、 認定が困難であ ることにより、 有害物のばく 露 条件を把握する 

必要があ ると認められる 者 

(2) 別途施行する「職業性疾病の 疑いのあ る労働者に対する 診断サービス 実施 要 

綱 」の 2 に該当する者であ って、 同要綱による 診断と併せ 、 又はその診断結果 

にょ り、 有害物へのばく 露 条件を把握する 必要があ ると認められる 者 

3. 環境測定等の 範囲 

この要綱に よ る環境測定等は 、 次の各号のいずれかのうち、 所轄署長が必要と 

認める事項について 行 90 

Ⅲ 取扱い物質の 成分及び構成比率 

(2) 作業行動範囲内における 前記物質の気宇 ( 又は取扱い溶液中 ) の濃度 

(3) 有害物等を製造し、 又は加工する 工程若しくは 設備の構造上、 異常ばく露が 
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生ずる可能性の 有無及びぱく 露の程度 

(4) その他必要と 認める事項 

4. 検査機関 

Ⅲ この要綱に よ る環境測定等は、 前記 3 の測定、 検査及び分析が 可能な設備 及 

び 技術を有する 検査機関のうち、 あ らかじめ所轄署長を 指揮監督する 都道府県 

労働基準局長 ( 以下「所轄局長」という 0 ) が指定し、 委託契約を締結した 機 

関 に実施の依頼を 行 う ことに よ り行 う 。 

(2) 環境測定等の 実施の依頼は、 所轄署長が行 う 。 

ただし、 当該対象事業場の 環境測定等に 最も適した検査機関が 管内にない 場 

合は、 所轄局長以外の 都道府県労働基準局長が 指定した検査機関に 依頼して差 

し支えない。 

5. 測定等の実施 

Ⅲ 環境測定等は、 依頼を受けた 検査機関にかりて 所轄署長から 依頼された項目 

について行 う ものとする。 

(2) 依頼を受けた 検査機関は、 環境測定等の 結果が判明したときは、 依頼された 

項目どとに測定条件、 結果数値等の 詳細な内容を 記載した文書に よ り所轄署長 

に回答するものとする。 

6. 測定等の費用 

環境測定等に 要した費用の 請求及び支払いの 手続きは、 別に定める。 
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